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ブリーフィングノート「気候変動適応と持続可能な開発に向けた統合」

 
概要
⽣態系を基盤とするアプローチやランドスケープアプローチといった⼟地管理の統合的アプローチは、持続可

能なインフラおよび⽣物多様性の持続可能な利⽤と保全と併⽤することで、複数の利点をもたらす。⾃然資本を維
持することの重要性を強調すると同時に、⼟地と天然資源の利害相反に取り組むための⼿段を利害関係者に提供す
ることによって、開発、気候変動適応、および防災に対する国際⽬標に貢献できる⼤きな可能性が統合的アプロー
チにはある。統合的アプローチ、持続可能なインフラ、ならびに⽣物多様性の持続可能な利⽤および保全は、アジ
ア太平洋諸国がSDGを達成するための重要な戦略である。
統合は、さまざまな地理的スケールおよびタイムスケールにおいて必要となる。国レベルでの適応戦略の開発

に焦点が当てられてきたが、ますます相互に関連し合う世界において、国境をまたぐ気候変動リスクに対処するた
めの国境を越えたレベルでの開発と適応計画の統合は、地域の優先事項とされるべきである。
 
 
前書
国連の持続可能な開発⽬標（SDGs）は、世界の繁栄と平和を達成するための包括的かつ普遍的な⾏動を呼びかけ
ている。気候変動は繁栄と平和の脅威となるため、SDGsに気候⾏動が含まれている（SDGs⽬標 13）。気候⾏動
が他のSDGsに貢献したり、またその逆を保証するには、計画や⾏動を考案する際にステークホルダーがSDGに
取り組むプロセスとなる統合的アプローチが必要となる。SDGsは不可分と理解されているため（UN, 2015a）、
その実現には統合的アプローチが不可⽋である。国レベルでは適応計画に焦点が当てられているが、国境を越え
たレベルにおいても、統合的アプローチによって⽀持された適応が必要となる。

 
背景
適応はSDGsに組み込まれており、気候⾏動関連のSDGs⽬標13には、（1）気候変動に起因する危険や⾃然災害
に対するレジリエンスおよび適応⼒の強化、（2）気候変動対策の国別の政策および計画への統合、（3）災害リ
スクへの対処の必要性に対する、⼈々や機関の教育と意識向上のための制度の強化、（4）緩和と適応の取組への
資⾦動員と、後発開発途上国（LDC）、⼩島嶼開発途上国（SIDS）、および他の社会的弱者グループの能⼒を⾼
めるためのメカニズムの強化、が含まれている。

SDGsが採択されてからというもの、⽬標13下のターゲットを達成するための⼿段の開発は、進展がほとんど⾒ら
れていない。進展の⼤部分は、国内適応計画の形成や、これら⽬標の達成に向けた優先事項の特定に限られてい
る。例えば、第2回国連環境総会（UNEA）（2016年5⽉）では、SDGs全般を達成するための重要な⼿段は、多様
なステークホルダーとの協調と科学政策のインターフェースであるとしている（UNEP, 2016a）。さらに本総会
では、適応関連の取組について相乗効果の強化と重複の回避のため、UNEPと他の国連機関との協⼒強化を決議し
ている（UNEP、2016b）。最近（2019年3⽉）締結された第4回UNEAでは、気候変動の適応および緩和の利益
と、⾃然災害に対するレジリエンスを達成するための分野として、持続可能な⽣態系の再⽣、⽣物多様性、⼟地
の劣化を特定した。

進展とSDGsの統合的アプローチへの依存から、いくつかの⾒解が可能である。

気候変動の適応と緩和の相乗効果による環境⾏動が促進されつつある。⽬標13の進展とUNEAによる決定は、⽬
標13を達成するための焦点が、仙台防災枠組（UNISDR, 2015）とパリ協定（UN, 2015b）の下で実施されている
国内イニシアチブにあることを⽰している。⽬標13がSDGsの気候変動問題に対してアンカーポイントを提供する
⼀⽅、SDGsの枠組みの下での気候変動適応関連の取り組みに対するUNEAの⽀援は、気候変動の適応と緩和の相
乗効果がある環境⾏動を焦点としている。これは、UNEAのセッションが、⽣物多様性と持続可能なインフラの促
進にあることでも判断できる。

適応の進展は、制度的および技術的能⼒と調整の限界により遅い。アジア太平洋諸国の多くで、気候の脅威に対
する国レベルの対応として、国家適応計画（NAP）の準備作業が始められている。アジア太平洋地域の発展途上

IGESは、「持続可能な開発⽬標（SDGs）」の達成に向けて、多様なステークホルダーの取組みを後
押するために、分野横断のプロジェクト"Aspiration to Action"を実施しています。本プロジェクトで
は、国内外の政府、都市、ビジネス、市⺠社会などとの協働により、SDGsの取組み状況や課題を調査
し、さらなる実施に必要な⽅策や⼿段を提⾔しています。
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国のうち、スリランカとフィジーのみが国家適応計画を提出しており、他の国々は完成段階にある（UNFCCC,
2019）。国家適応計画の進展は、発展途上国の技術的および制度的能⼒が限られていることと、それらを策定す
るのに必要な制度的調整が⽋如しているため、遅れている（UNFCCC, 2018）。

気候⾏動に向けた国の資⾦は、国家予算、国連気候変動枠組条約下の適応基⾦、国際⾦融機関、⼆国間資⾦、お
よび⺠間部⾨の資⾦が動員されている。この⽀援の⼀部は、緑の気候基⾦の準備プログラムを通じて、UNFCCC
の下、適応計画に充てられる。国際⾦融機関は、2017年の総気候変動資⾦の21％（74億⽶ドル）を占め、気候変
動適応資⾦の最⼤の財源である（EBRD, 2018）。現在利⽤可能な適応資⾦は⼗分ではなく、⾮常に断⽚化されて
いるほか、利⽤しにくいものとなっている。さらに、提案書作成における複雑な⼿続きおよび技術的な性質によ
り、利⽤可能な資⾦を利⽤する能⼒が国によって制限されている（EBRD, 2018）。

持続可能な開発と適応のための統合的アプローチ︓統合的アプローチは複数の利益をもたらす可能性があり、単
⼀の⽬標または狭い⼀連の⽬標が採⽤された場合に⽣じる不必要なトレードオフを回避することができる。⼟地
管理への統合的アプローチは、何百万ヘクタールもの⼟地が劣化し過剰利⽤されているアジア太平洋地域におい
て、SDGを達成するために特に重要である。⼟地管理への統合的アプローチには、⽣態系アプローチ（CBD,
2004）とランドスケープアプローチ（Scheyvens et al, 2017）がある。これら2つのアプローチは、⼟地管理の枠
組みと⽬的に合意するために、⼟地に異なる利害関係を持つステークホルダーのためのプロセスを持つことの重
要性を強調している。 これはSDGsにとって、例えば経済成⻑と⽣物多様性保全に関連する潜在的に相反する⽬
標を調整するためのプロセスがあることを意味する。これらのアプローチの下では、⽣物多様性の保全と回復⼒
のあるインフラの両⽅を促進することができ、気候変動の緩和、適応、開発および防災において利益をもたら
す。

⽣態系を基盤としたアプローチはまた、特に適応と防災に適⽤することができ（Subsidiary Body on Scientific,
Technical and Technological Advice, CBD[⽣物多様性条約科学技術助⾔補助機関], 2018）、複数のSDGに貢献す
る可能性がある。⼀部の国では、これらのアプローチを農業、インフラ、林業の各セクターに採⽤するための前
提条件がすでに整っている。

テレコネクション（遠隔相関）に対応するには、国境を越えた⼈間の移動や⾃然⽣態系、貿易および⾦融投資に
おいてより⼤規模な統合も必要だ。地域的および世界的な経済の統合が進むにつれ、各国とも国⼟とかけ離れた
気候変動の影響を⼤きく受けるようになる（Prabhakar et al, 2018）。⼀国における開発や適応の⾏動は、他国の
適応能⼒にプラスまたはマイナスの影響を与える可能性がある。例えば、⾷料輸出国が⼟地⽣産性を維持するた
めに適応⾏動を採択し、その⾷料を輸⼊する国々に利益をもたらす場合、国境を越えた利益が⽣じると考えられ
る。逆に、ある国が適応した結果として、他の国も流れる河川からの取⽔量が増えると、越境コストが発⽣する
可能性がある。テレコネクションに関連した国境を越えた気候変動リスクの認識の⽋如は、気候変動に対する世
界的な脆弱性の純増をもたらす。

 
結論
SDGsに必要不可⽋な統合的アプローチ︓⽣態系アプローチとランドスケープアプローチは、利害関係者の関⼼を
⾃然資本の維持に向けさせる⼀⽅で、⼟地に対する利害関係を検討するためのプロセスも提供する。そのような
プロセスがなければ、⼟地利⽤は、少なくとも⼟地が⽣産的である限り、他のSDGsを犠牲にして、経済成⻑に関
連するSDGsに貢献する可能性が⾼い。適応と防災への⽣態系を基盤とするアプローチも、多くのSDGsに貢献す
ることができる。これらの理由から、SDGsの枠組みとUNEAの下でのイニシアチブは、⽣態系アプローチやラン
ドスケープアプローチのような統合的アプローチを推進し続けることが期待できる。

持続可能な開発に対する国境を越えた気候変動リスクを認識し、それに対処することが重要である。現在の
UNEA、UNFCCCや様々な地域および国のメカニズムのもとでの議論は統合的アプローチの⼀般的な重要性を認
識しているものの、国境を越えた気候変動のリスクに対応するために、より計画や⾏動の統合を⾏う必要があ
る。⼀部の、国境を越えた⽔資源を管理するための様々なイニシアチブにおいては進捗が⾒られる。これらの事
例は、⼈の移動、貿易、投資などの分野における越境気候変動リスクに対処するためのアイデアを提供する可能
性がある。
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